
 

ビジネスに貢献する 

クラウド情報開示認定取得 
 

２０１３年９月１０日 

特定非営利活動法人 

ＡＳＰ・ＳａａＳ・クラウド コンソーシアム（ＡＳＰＩＣ） 

執行役員  山本 学 



目次 
 

  Ⅰ クラウドサービスの体系 

 Ⅱ  「クラウドサービス情報開示認定制度」とは 

 Ⅲ 認定取得サービス等の状況 

 Ⅳ 認定制度の活用 

    － 申請事業者（サービスの提供側）  

     － 利用者（サービスの調達側）  

 Ⅴ 認定申請のために 

  

Copyright ©2013, ＡＳＰ・ＳａａＳ・クラウド コンソーシアム（ＡＳＰＩＣ） 



ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス

データセンター

ASP・SaaSの提供に必要なハードウェア資源をネットワーク経由で提供するサービス、CPU、
メモリ、仮想化サーバー、ｽﾄﾚｰｼﾞ、ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ、その他

建物
（電力、ラックを含む）

通信ネットワーク機

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝのASP・SaaS化に必要な課金・認証等の付加機能を提供するｻｰﾋﾞｽ、
検索、認証、決済・課金、ｾｷｭﾘﾃｨ、位置情報、ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟ、ﾒﾃﾞｨｱ

ハード
基盤サービス

システム

基盤サービス

ネットワーク
基盤サービス

ネットワークの状態を監視・最適化し、安全な利用を実現可能にするサービス
ネットワーク監視・侵入検知、ネットワーク制御、配信管理、暗号化、その他

開発・実行

基盤サービス

アプリケーション、システム等の開発・実行環境を提供するサービス
OS、ミドルウェア、開発キット、その他

企業等のコア・バリュー（中核的価値）に直接関わる業務を遂行するアプリケーション、R&D、

調達、製造、営業、マーケティング、販売・流通、在庫、アフターサービス、財務、会計、人事・
研修、資産管理等

基幹
業務系

支援
業務系

企業等のコア・バリュー創出を円滑化するためのｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ、文書管理、ワークフロー管

理、メール配信やアドレス帳管理、ファイル転送、電話会議・TV会議・Web会議、ブログ・SNS、

情報共有支援、ｱﾌﾘｴｲﾄ等

社会・
業界

特化系

企業活動や社会活動を支える業種・業界及び社会横断的なアプリケーション、農林・水産･
鉱業、建設、製造（注）、ライフライン、交通・物流、卸・小売・飲食店、金融・保険・リース、不

動産、情報通信・メディア、教育・学習、観光・娯楽・宿泊、医療・福祉・保健、環境、防災・
治安、行政・公務等

（注）食料品、衣服・繊維、化学、鉄鋼・非鉄金属、一般・電気・精密機器、情報通信機器、

輸送用機器、その他
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Ⅰ. クラウドサービスの体系図 ～ＡＳＰＩＣの定義～ 
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出展：ＡＳＰ・ＳａａＳ 白書2009/2010 
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Ⅱ 「クラウドサービス情報開示認定制度」とは 
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基本的考え方 

事業者から適切に情報開示されていることを認定する制度 

安全・信頼性に係る実施水準や状態に関する情報について、サービスを提供する

事業者から適切に開示されていることを認定する 

 ※安全・信頼性に係る実施水準や状態を認定するものではない。 

 クラウドサービス（ASP・SaaS/IaaS・PaaS/ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ）を認定対象とする制度 

安全・信頼性に係る情報開示が適切に行われているサービスを対象として認定する 

 ※事業者の経営状況等を認定するものではない。 

サービス 

事業者 

サービスの水準・状態 

に関する認定 

事業者の水準・状態 

に関する認定 

サービスの水準・状態の開示 

に関する認定 

事業者の水準・状態の開示 

に関する認定 

安全・信頼性の水準・状態 安全・信頼性の水準・状態の開示 

本制度の 

認定範囲 
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 情報開示指針と情報開示認定制度の関係   

情報開示認定制度は、情報開示指針（総務省から公表）に基づき、制度化されたもの。 
以下の３つの情報開示認定制度を総称して、「クラウドサービスの安全・信頼性に係る情
報開示認定制度」という。  
 

 「ＡＳＰ・ＳａａＳの安全・信頼性に係る情報開示認定制度」 
 「データセンターの安全・信頼性に係る情報開示認定制度」 
 「ＩａａＳ・ＰａａＳの安全・信頼性に係る情報開示認定制度」 

           

総務省から公表 

認定機関：（一財）マルチメディア振興センター（ＦＭＭＣ） 
認定に関する業務：特定非営利活動法人 
        ＡＳＰ・ＳａａＳ・クラウドコンソーシアム（ＡＳＰIＣ） 
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情報開示指針 情報開示認定制度 

①「ＡＳＰ・ＳａａＳの安全・信頼性に
係る情報開示指針」（Ｈ19年11月
公表：総務省） 

②「データセンターの安全・信頼性
に係る情報開示指針」（Ｈ21年2月
公表、Ｈ23年12月改定：総務省） 

③「ＩａａＳ・ＰａａＳの安全・信頼性に
係る情報開示指針」（Ｈ23年12月：
総務省） 

 

「クラウドサービス
の安全・信頼性に
係る情報開示指
針」 

（右記、３指針から
構成） 
 

①「ＡＳＰ・ＳａａＳの安全・信頼性
に係る情報開示認定制度」（Ｈ20
年4月受付開始） 

②「データセンターの安全・信頼
性に係る情報開示認定制度」（Ｈ
24年9月受付開始） 

③「ＩａａＳ・ＰａａＳの安全・信頼性
に係る情報開示認定制度」（Ｈ24
年9月受付開始） 

 

「クラウドサービ
スの安全・信頼
性に係る情報開
示認定制度」 

（左記、３つの情
報開示認定制度
から構成） 
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 「ASP・SaaS安全・信頼性に係る情報開示指針（１版）」が、「ASP・SaaS情報セキュリ
ティ対策ガイドライン」の成果を反映し、2007年11月に総務省から公表。 

 併せて検討された「認定制度の仕組み」に関する検討成果を受けて、2008年4月1日よ
り、（財）マルチメディア振興センターの認定制度がスタート。 

2008.4.1 ～ 

（財）マルチメディア振興セン
ターによる認定制度 

2006年度 2007年度 2008年度 

ASP・SaaSの 

普及促進に関する 

調査研究 

総務省とASPICが共同
でASP・SaaSの課題と
今後の普及促進等につ
いて報告書をとりまとめ
た 

ASP・SaaS普及促進協議会の推進 

 

 

 

安全・信頼性委員会 
 

ASP・SaaS情報セキュリティ
対策研究会 

情報セキュリティ対策 

ガイドライン（2007.1.30） 

安全・信頼性に係る 

情報開示指針（１版） 
（2007.11 公表） 

認定制度の 

仕組み 
（2008.3） 

総務省とASPICが共同
でASP・SaaSの具体的
施策を検討、推進 

 認定制度検討の経緯（その１） ～ASP・SaaS 認定制度～  
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 ・「データセンター安全・信頼性に係る情報開示指針」が、2009年2月に総務省から公表。 

 ・ データセンター情報開示認定制度の創設に向けては、さらに仮想化技術の進展に伴うサービス 

  化（PaaS）の検討が必要なことから、対応する情報開示項目を検討。 

  ⇒「データセンター安全・信頼性に係る情報開示指針（第2版）」、及び「IaaS・PaaS安全・信 

   頼性に係る情報開示指針」を総務省から公表（2009年2月）。 

 ・情報開示指針にもとづき、2012年9月より、認定制度の運用がスタート。 

2012.9. ～  
データセンター／
IaaS・PaaS認定
制度の運用開始 

2008年度 2009～2010年度 20011年度 2012年度 

 

ASP・SaaS データセンター促進協議会 

 

 

 

ASP・SaaS普及促
進協議会 

安全・信頼性委員会 

データセンター 

情報開示指針 
（2009.2 公表） 

検討経緯（その２）  ～データセンター／IaaS・PaaS 認定制度～  

データセンター情報開示委員会 

（情報開示項目／認定制度の検討） 

ASP・SaaS普及促進協
議会 

クラウドサービス利用者
保護のあり方研究会 

データセンター情報開示指針（第2版）、 

IaaS・PaaS情報開示指針 
（2011.12 公表） 
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●認定機関 ：一般財団法人 マルチメディア振興センター（ＦＭＭＣ） 

●認定制度の運用・推進 ： ＮＰＯ法人 ＡＳＰ・ＳａａＳ・クラウド コンソーシアム 

                  （ＡＳＰＩＣ）        

 運用体制 
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情報開示項目 
 開示項目の区分 

 

 

 
 「選択開示項目」 　･･･情報の開示は任意である項目

情報開示項目 「必須開示項目」 　･･･必ず情報開示する項目

■ASP・SaaS（中項目数：93、小項目数：133） ■IaaS・PaaS（中項目数：110、小項目数：131） ■データセンター（中項目数：103、小項目数：137）

情 報 開 示 項 目 情 報 開 示 項 目 情 報 開 示 項 目

事業所・事業 事業者名、設立年、主要事業概要など 事業所・事業 事業者名、設立年、主要事業概要など 事業所・事業 事業者名、設立年、主要事業概要など

人　材 代表者、役員、従業員数 人　材 代表者、役員、従業員数 人　材 代表者、役員、従業員数

財務状況 財務データ、財務信頼性 財務状況 財務データ、財務信頼性 財務状況 財務データ、財務信頼性

資本関係・取引関係
株主構成、大口取引先、主要取引先金

融機関
資本関係・取引関係

株主構成、大口取引先、主要取引先金

融機関
資本関係・取引関係

株主構成、大口取引先、主要取引先金

融機関

コンプライアンス 組織体制、文書類 コンプライアンス 組織体制、文書類 コンプライアンス 組織体制、文書類

サービス基本特性
サービス内容、サービスの変更・終了、

料金体系、品質、利用量
サービス基本特性

サービス概要、サービス構成、サービ

ス品質、サービスの変更・終了、サービ

ス料金・解約、サービス利用量、データ

管理

ハウジング（建物・設

備）

建物、電源設備、消火設備、避雷対策

設備、空調設備、ラック /スペース、作業

スペース、セキュリティ、環境対応

アプリケーション、プ

ラットフォーム、サー

バ・ストレージ等

主要ソフトウェア、連携・拡張性、セキュ

リティ

システム運用（シス

テム基盤運用、セ

キュリティ等）

システム基盤運用、セキュリティ（基盤・

ストレージ等、ネットワーク）

ハウジング（ネット

ワーク）
回線、サービス

ネットワーク 回線、セキュリティ
ハウジング（サーバ

設置場所）

建物、電源設備、消火設備、避雷対策

設備、空調設備、セキュリティ

ハウジング（サービス

の内容）

サービスの受付・問い合わせ、サービ

スの変更・終了、サービス料金、サービ

ス品質

ハウジング（サーバ

設置場所）

施設建築物、非常用電源、消化設備・

報知システム、避雷対策、空調設備、セ

キュリティ

サービスサポート
サービス窓口、サービス保証・継続、

サービス通知・報告

ハウジング（サービス

サポート）

サービス窓口、サービス保証・継続、

サービス通知・報告、支援サービス

サービスサポート 窓口、サービス保証・継続、通知・報告
IaaS・PaaS（サービス

の内容）

※当該DCと一体とし

て提供している IaaS・

PaaSサービスで、申

請の対象とする場合

は記述。

サービス構成、データ管理

分　類

事

業

者

サ
ー

ビ

ス

分　類

事

業

者

サ
ー

ビ

ス

サ
ー

ビ

ス

分　類

事

業

者

8 
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必須項目数：92、選択項目数：41 

必須項目数：103、選択項目数：28 

必須項目数：110、選択項目数：27 
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認定に係る手数料 

審査手数料 
 （新規申請費用） １サービスにつき 20万円（税込） 

 

更新審査手数料 
 （２年ごとに更新する際の費用） １サービスにつき 10万円（税込） 

 

認定証再発行手数料 
 （認定証の再発行を行う場合※） １サービスにつき 1万円（税込） 

  ※事業者名称又はサービス名称の変更 
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Ⅲ 認定取得サービス等の状況 
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ＡＳＰ・ＳａａＳ情報開示認定サービス数（運用開始：2008年4月）：１７４サービス 

ＩａａＳ・ＰａａＳ情報開示認定サービス数（運用開始：2012年9月）：   ４サービス 

データセンター情報開示認定サービス数（運用開始：2012年9月）： ２サービス 
 

認定サービス数（累計）：１８０サービス（１２６社）  2013.6.26現在 

認定サービス（事業者）の累積数の推移 
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90 
（50%

） 

会員 
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（42%） 
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サービス種別ごとの認定サービス数 （ASP・SaaS） 

（注） 複数の種別の関わるサービスは重複カウントしています。 

サービス種別 認定サービス数 サービス種別の説明 

業界特化型 ４６ 
企業、組織の主たる活動を可能とする業種・業界に依存するサービス 

（建設・不動産、交通・物流、医療・介護、行政・公務等） 

財務・会計 １３ 経理業務を支援するサービス 

人事・給与 １１ 採用を含む人事・給与に関する業務を支援するサービス 

教育 １２ ｅラーニング、人材育成などのサービス 

ＳＦＡ・営業支援 ６ 
顧客の性別・年齢・役職や、顧客との接触履歴を中心に蓄積し、マーケティングに活用
するサービス 

CRM・顧客管理 ２９ 
商品の売買から維持管理サービスなどの幅広い顧客接点から得られる詳細な顧客情
報を蓄積し管理するサービス 

生産・販売・仕入・物流 １５ 
生産・仕入・物流に関わる業務（見積、受注、売上、請求、回収、発注、仕入、支払、在
庫管理など）をサポートし、業務を効率化するサービス 

社内・グループ間情報共有 １８ グループウェア、ＷＥＢ会議、社内ファイル管理などのサービス 

WEBサイト構築 ７ 
ＣＭＳ（コンテンツ管理システム）、ＷＥＢサイト構築テンプレートなどを提供するサービ
ス 

EC関連 ３ 
インターネット上におけるショッピングを支援する、ショッピングカート、ショッピングサイ
ト開設、ＷＥＢサイトなどのサービス 

メール配信 １９ メールマガジン、メールマーケティングなどのサービス 

セキュリティ １８ ウィルスチェック、ＷＥＢフィルタリング、認証、ログ管理などのサービス 

SNS・ブログ １ ＳＮＳ、ブログなどのコミュ二ティ支援に関わるサービス 

その他 ２６ 
上記に分類できないサービス（ASP・SaaS基盤、ASP・SaaS向け共有サービス、アウ
トソーシング業務も含む） 

12 
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 認定取得企業（本社所在地）のブロック別分布  

現在（H25.6.27認定分まで） H20年度（開始初年度） 

左の数字は、認定サービス数を表す 1 

2～4 

5～9 

10～49 

50以上 

沖
縄 

北海道 

東北 

東京 

関東 

（東京除く） 

北陸 甲 

信 

越 

東海 
近畿 

中国 

 

 

 

四国 

 

 

 

 

 

 

 

九州 

 

 

 

 

 

 

沖
縄 

北海道 

東北 

東京 

関東 

（東京除く） 

北陸 

近畿 

中国 

 

 

 

四国 

 

 

 

 

 

 

 

九州 

甲 

信 

越 

東海 

全国に浸透しつつある認定制度 
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Ⅳ 認定制度の活用 
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（平成23年3月～平成25年6月までに認定した57サービスのアンケート結果より） 

 最も多い申請理由は、 

           「認定取得により顧客の信頼を向上させる」。 
       

15 

N=86 

申請事業者（サービスの提供）側  ～申請理由～   
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 申請事業者（サービスの提供）側 ～認定サービスの公表～ 

 認定サービスの基本内容 
・認定番号、サービス名称、事業者名称、 

認定年月日 について、認定サービス 

一覧表の形で公表 
 

 

認定サービスの具体的開示内容 

  ・申請者が記載した内容を認定サービス 

  ごとに公表 

※右図は、ASP・SaaS情報開示認定サイトの例 

 認定機関の情報開示認定サイトにおい
て、認定サービスの内容を公開している。 

16 
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 認定機関（一般財団法人マルチメディ
ア振興センター）から、認定証及び認定
マークを発行する。  

 認定の有効期間は認定日より２年間。認定証
及び認定マーク使用も、有効期間内とする。 

• 認定サービスを提供する事業者は、認定の

期間中、認定マークをウェブページ、広告媒

体、取引書類等に表示できる。 

（認定マークの使用に関する詳細な条件

は、各情報開示認定制度運用規程第10条

（認定マークの使用）による。） 

1234-0805 

認定番号： 

上4桁： 認定サー 

    ビス通番 

下4桁： 認定年月 

※更新申請後、変
わらず同一番号を
継続使用します。 

 申請事業者（サービスの提供）側 ～認定証と認定マーク～ 

17 
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(1)認定取得に対する利用者側の判断基準 
 認定の有無をASP・SaaSサービス選択において１つの判断基準としている利用者は   
 全体の６０％  【民間分野におけるASP・SaaS利用動向調査：ASPIC：2009/3】 

(2)公的機関が策定したガイドラインにおいて認定取得を推奨 
 -地方公共団体におけるASP・SaaS導入活用ガイドライン（総務省：2010/4公表） 
 -「中小企業のためのクラウドサービス安全利用の手引き」、及び 「クラウド事業者に 
  よる情報開示の参照ガイド」（独立行政法人情報処理振興機構（IPA）、2011/4公表） 

利用者側から認定取得に対する要求が高まっている。 

(3)個別の調達案件等において、認定取得が応札要件や評価項目として記載   
 （独）日本スポーツ振興センター（調達仕様書：2012年）、（財）地方自治情報センター  
 （調達仕様書：2012年）、栃木県（事業者選定プロポーザル評価基準：2012年）、 
 （独）JICA（調達仕様書：2012年）、三重県（調達仕様書：2013）等 

2009年 

2010,2011年 

2012年～ 

利用者（サービスの調達）側    ～ 概要 ～ 
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 平成２０年度より「地方公共団体ASP・SaaS活用推進会議」で検討され、２２年４月に

総務省から公表された地方公共団体向けガイドラインにおいては、 

 安全・信頼性に係る情報を把握する上で、本制度に認定を受けているサービスの利用が

推奨されている。                      （平成２２年４月１日総務省公表） 

4.1.6 ASP･SaaS事業者が開示する情報の見方 

 「ASP・SaaS の安全・信頼性に係る情報開示指針」

は、サービス提供事業者が提供する各サービスについ

て、安全・信頼性の観点から利用者に情報開示すべき

項目とその記述内容を示している。利用者はこれらの

開示項目を参照することにより、事業者が提供している

サービスの安全・信頼性を評価することができる。（略） 

 なお、財団法人マルチメディア振興センターでは、こ

の指針に基づいて「ASP・SaaS安全・信頼性に係る情

報開示認定制度」を運用しており、地方公共団体にお

いては、安全・信頼性の観点から本制度の認定を受け

ているサービスを利用することを推奨する。 

地方公共団体 

における 

ASP・SaaS 

導入活用 

ガイドライン 

 

 

総務省から2010/4/1公表 

http://www.soumu.go.jp/ 
main_content/000061026.pdf 

P.57抜粋  

利用者（サービスの調達）側  その１：地公体向けガイドラインでの推奨 
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 平成２３年度頭にIPA（独立行政法人情報処理推進機構）より公表された  

中小企業がクラウドサービスを利用する際の「安全利用の手引き」と、事業者のため

の「情報開示の参照ガイド」において、本制度の認定により、安心してサービス利用

できる可能性が高いとされている。 

                          （いずれも、平成２３年４月２５日ＩＰＡ公表） 

 
(11) クラウドサービスにおけるセキュリティ対策

の具体的内容は公開されていますか？   

 公的機関が定めている情報開示指針やサービスに関

するガイドラインがあります。また情報セキュリティや

データの保護管理に関する基準類も、民間のものも含

めて数多くあります。それらに基づいた運用管理、情報

開示、認定や認証が行われていれば、その事業者の

信頼性やセキュリティ管理についても安心できる可能

性が高いです。これら指針等の例としては、次のような

ものがあります。 

・マルチメディア振興センター：ASP・SaaS安全・信頼

性に係る情報開示認定制度     他 

中小企業のためのクラ
ウドサービス安全利用
の手引き 
IPAから2011/4/25公表 

http://www.ipa.go.jp/ 
security/cloud/docum 
ents/cloud_tebiki_V1.pdf 

P.14 
抜粋  

クラウド事業者による
情報開示の参照ガイド 
IPAから2011/4/25公表 

http://www.ipa.go.jp/ 
security/cloud/docum 
ents/sansyo_guide_V1.pdf 

P.7 
抜粋  

  その２ ： 中小企業向け安全利用の手引き等での推奨 
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財団法人地方自治情報センターは、「平成24年度eラーニングによる情報セキュリ
ティ研修事業」（平成24年4月19日）および「平成24年度「eラーニングによる教育研修
事業」（平成24年3月26日）の一般競争入札（総合評価落札方式）における入札参加
資格として以下のとおり明記している。 

本業務で使用するシステムについて、参加時点で有効な「ASP・SaaS安全・信頼性
情報開示認定」を取得していること。または、「ASP・SaaSの安全・信頼性に係る情
報開示指針（第１版）」（総務省、平成19年11月27日公表）の「必須事項」について
内容を開示する書類が提出できること。  

 利用者（サービスの調達）側  ～入札公告の事例～ 
          その１：財団法人 地方自治情報センター   
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独立行政法人日本スポーツ振興センター
は、メール配信サービスの構築及び運用保
守の調達において、「競争参加資格」とし
て、同制度の認定取得を明記している。 

（別紙をご参照ください） 

財団法人マルチメディア振興センターによ
る「ASP・SaaS安全・信頼性に係る情報開
示認定制度」の認定を受けている者である
こと。 

※独立行政法人日本スポーツ振興センターは、我が国における
スポーツ振興及び児童生徒等の健康の保持増進を図るための中
核的・専門的機関として、その目的・役割を常に認識し次の業務を
行っている団体です。 

・国立競技場の運営等 

・スポーツ科学・医学・情報研究等 

・スポーツ振興のための助成等 

・スポーツ振興投票等々 

※本入札案件は、ｔｏｔｏに関連した業務のシステム化です。 

   

利用者（サービスの調達）側 ～ 入札公告の事例 ～ 
                  その２：独立行政法人 日本スポーツ振興センター 
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●栃木県の「システム及びサービス提供事業者選定プロポーザル評価基準」の中で、
評価項目（事業者の取得資格）の１つとして、ASP・SaaS安全・信頼性に係る情報開示
認定取得が掲載された（2012年8月） 

 

 ●（独）国際協力機構（ＪＩＣＡ）の調達仕様書において、データセンタの安全・信頼性に
係る情報開示指針に基づく情報開示（地域ブロック名の開示）が要件として記載された。
また、受託者が準拠すべき規程等（の１つ）として、「ＡＳＰ・ＳａａＳ安全・信頼性に係わ
る情報開示認定制度（ＡＳＰ・ＳａａＳを利用する場合）が指定された（2012年8月）。 

 

●三重県公立高校（校務支援クラウドサービス）調達仕様書において、基本要件として、
「データセンターの安全・信頼性に係る情報開示指針を遵守していること。」と記載され
た。 

利用者（サービスの調達）側   ～入札公告等の事例～ 
           その３ ： 県、独立行政法人 

23 

 

公的機関を中心に個別の調達案件等において、情報開示認定取得が応
札要件や評価項目として記載される事例が増加している。 
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一般財団法人マルチメディア振興センターのホームページに設けられた「ASP・
SaaS情報開示認定サイト」には、毎月5,000件を超えるアクセスがあり、認定を
受けている各サービスの開示情報も数多く閲覧されている。 

ASP・SaaS情報開示認定サイトへのアクセス状況   （上位１３件について、単位：件） 

参照ページ 1月/’12年 2月/’12年 3月/’12年 

１ ASP・SaaS情報開示認定サイト（トップページ） 2,202 3,082 2,425 

２ 認定サービス一覧 779 961 863 

３ 認定制度の概要 377 551 524 

４ 情報開示認定制度とは 372 407 366 

５ お知らせ 279 504 352 

６ 申請方法と申請書類のダウンロード  246 308 273 

７ 認定サービス番号順一覧 239 236 247 

８ 認定フロー（認定～更新までの流れ）  237  313 306 

９ 認定サービス種別一覧 213 116 118 

１０ 認定マークについて 135 164 186 

１１ 申請書 88 124 101 

１２ 申請書作成の手引き 70 90 85 

１３ お問い合わせ窓口 63 70 117 

利用者（サービスの調達）側   ～注目を集める認定サイト～ 
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Ⅴ 認定申請のために 
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認定申請のためのセミナー等 

（１） クラウドサービス情報開示認定申請のためのセミナー 

・対象者   ：   申請を計画されている事業者様、 
          申請書の作成等を準備されている事業者様 

・内容     ：    認定制度全般的な説明、 

          及び 申請方法の具体的な記入方法、留意点の説明 

                   セミナー終了後、個別のご相談も可 

・開催頻度  ：       年４回程度（都度、御案内をＡＳＰＩＣホームページに掲載） 

・参加費：              ＡＳＰＩＣ会員は無料、非会員は資料代実費として、2,000円 

・申込方法：          ＡＳＰＩＣホームページ（お申込みフォームよりご登録） 

（２） 申請に係る個別のご相談（随時受付：無料） 
 

問合せ先：クラウドサービス安全・信頼性情報開示認定制度事務局 
       品川区西五反田７－３－１ たつみビル２Ｆ        

       電話 ０３－６６６２－６８５４ 

       メールアドレス ： btr-ojoufj@fmmc.or.jp 
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  まとめ  

情報開示認定制度は、認定対象のサービスについて、事業者
が適切に情報開示されていることを認定する制度である。 

申請理由としては、「サービス利用者の信頼を獲得するため」、
とするものが最も多い。 

  また、最近の調達側の動向（次項）に対応して、競合するサービ 

  スとの差異化のために取得するケースも多くなっている。 

一方、調達側（利用者側）においては、 

  ・ 複数のサービスを比較する際、認定取得を確認するケース 

  ・ 公的機関が策定したガイドラインにおいて認定の取得を推奨 

    するケース 

     ・ 個別調達案件において、認定取得が応札要件や評価項目と 

        して記載されるケース 

    が増えてきている。 
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ビジネスに貢献する認定取得 


